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１．目 的

原因が不明であって、治療方法が確立していない、いわゆる難病のうち、

治療が極めて困難であり、かつ、医療費も高額である疾患について医療の確

立、普及を図るとともに、患者の医療費の負担軽減を図る。

２．実 施 主 体 都道府県

３．補助の内容 特定疾患の治療費について、社会保険各法の規定に基づく

自己負担の全部又は一部を毎年度の予算の範囲内で補助

４．患者自己負担

・平成１０年５月、重症認定患者を除き一部自己負担を導入。

（１医療機関につき、外来は１回千円（月２回まで 、入院は月１万４千円を上限））

・平成１５年１０月から、低所得者への配慮など所得と治療状況に応じた段階的な一部自己負担や

事業評価の導入により、制度の適正化及び安定化を一層推進

５．対 象 疾 患

難治性疾患克服研究事業の対象疾患の中から、学識者から成る特定疾患対

、 、 。策懇談会の意見を聞いて選定しており 現在 ４５疾患が対象となっている

（難治性疾患克服研究事業の対象疾患）

（ ） 、 、 。次の４要素 ①～④ から選定し 現在 １２１疾患が対象となっている

患者数が有病率からみて概ね５万人未満の患者とする。①希 少 性：

原因又は発症機序（メカニズム）が未解明の疾患とする。②原因不明：

③効果的な治療方法未確立

完治に至らないまでも進行を阻止し、又は発症を予防し得る手法が確立されてない疾患と

する。

④生活面への長期にわたる支障（長期療養を必要とする）

日常生活に支障があり、いずれは予後不良となる疾患或いは生涯にわたり療養を必要とす

る疾患とする。


